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1 はじめに 

（1）経営戦略策定について 
「経営戦略」は、水道事業などの各公営企業が、将来にわたって安定的に事業を継続していくための

中長期的な経営の基本計画であり、この計画に基づき計画的かつ合理的な経営を行うことにより、経営

基盤の強化と財政マネジメントの向上を図っていく必要があります。 

総務省は、「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成 26年８月 29日）、「経営

戦略」の策定推進について」（平成 28年１月 26日）などの通知により各地方公共団体に対して

「経営戦略策定ガイドライン」を示しており、令和２年度までの経営戦略策定を要請しているところです。 

阿見町（以下「本町」という。）の水道事業について、経営状況及び財政状況を明確にし、経営の

健全性を確保するとともに、経営基盤の強化及び水道事業における財源確保を図るため、水道事業の

経営健全化に向け、経営戦略を策定しました。 

 

（2）計画期間 

中長期的な視点から、計画期間は令和 3年度から令和 12年度の 10 年間とします。 
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2 事業の概要 

（1）事業の概要 

 本町の水道事業は、昭和 32年に茨城県、土浦市、阿見町の三者共同事業として霞ヶ浦水道組合

にて事業経営認可を受け、昭和 39年度に組合解散と同時に阿見町水道事業として経営認可を受け

独立経営に切り替え、供用を開始しております。現在は「阿見町水道ビジョン」、「阿見町水道施設整

備基本計画」にもとづいて整備を進めております。 

 

                表 2-1 給水の状況     （令和 2年 3月末時点） 

供 用 開 始 年 月 日 昭和 39年 10月 1日 

法適（全部・財務）・非適の区分 法適（全部） 

計 画 給 水 人 口 43,400人 

現 在 給 水 人 口 41,407人 

有 収 水 量 密 度 1.59千㎥／ha 

 

                表 2-2 施設の状況     （令和 2年 3月末時点） 

水 源 地下水、県水受水 

施 設 数 浄水場設置数 ２ 

配水池設置数 3 

施 設 能 力 17,700㎥／日 

管 路 延 長 307.1千m 

施 設 利 用 率 76.71% 

 

 本町の取水施設は、自己水源として深井戸が 3井と茨城県企業局の県南西広域水道用水供給

事業を主な水源として受水を行っております。浄水施設としては追原浄水場と福田浄水場があり、その

施設能力は 4,000㎥／日，2,000㎥／日です。配水施設としては上郷配水場，追原配水場，

福田浄水場があり，その施設能力は 11,800㎥／日，3,900㎥／日，2,000㎥／日です。 

 

（2）水道料金 

 現行の水道料金体系は、平成 30年 5月 1日付で定めたものです。本町の料金体系は基本料金

と超過料金で構成されています。施設型の産業である水道事業では、固定的費用が大部分を占めてい

るため、使用水量に関わらず一定金額を基本料金として回収しています。超過料金については、使用水
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量が多くなるほど１㎥当たりの料金が高くなる方式を採用しています。この方式は小口使用への配慮を

目的としており、多くの水道事業が採用しています。 

表 2-3 現行の水道料金表（消費税込み【税率 10％】、メーター使用料は別途加算） 

用途 基本料金 超過料金 

水量 料金 水量 料金 水量 料金 水量 料金 

家事用 － 770円 10㎥ま

で 

121円 11~30

㎥ 

242円 31㎥

超 

286円 

医院用 10㎥ま

で 

2,750

円 

11~30

㎥ 

297円 31㎥超 352円  

官公庁

用 

20㎥ま

で 

4,180

円 

21~30

㎥ 

242円 286円  

営業用 15㎥ま

で 

4,070

円 

16~30

㎥ 

341円 374円  

臨時用 10㎥ま

で 

4,730

円 

11㎥超 715円  

 

（3）組織 

 本町の水道事業は、産業建設部上下水道課が運営しています。上水道担当の令和 2年度の職員

数は５名で、課長 1名、業務担当職員として係長 1名、主任 1名、工務担当職員として補佐兼係

長 1名、主事 1名にて組織しています。 

 

図 2-4 組織体制 

 

  

課長 業務係 

工務係 

係長 1名 

主任 1名 

補佐兼係長 1名 

主事 1名 
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（4）これまでの健全化の取組み 

 これまで本町では、水道事業の経営健全化を図るため、以下の取組を行ってまいりました。 

表 2-5 健全化の取組み 

項    目 実施時期 

水道料金等徴収業務委託の包括委託 平成 22年度 

水道料金等徴収業務委託共同発注に

よる経費縮減（シェアードサービス） 

平成 27年度よりかすみがうら市と 2市町にて実施 

令和 2年度より土浦市を含め 3市町にて実施 

料金改定 平成 30年 5月 

 

 

（5）経営比較表を活用した現状分析 

 各経営指標の評価・分析結果 ※一覧表は図表 2-17参照 

 

表 2-6 【経営の健全化・効率化】 経常損益：経常収支比率 

 

   

【分析の考え方】

（営業費用＋営業外費用）

（営業収益＋営業外収益）

・100％以上（＝黒字）が必要です。

【本事業体の評価】

　平成27年度～令和元年度の経常収

支は100％を上回っており、給水収

益で経常費用を賄えています。

類似団体と比べると、対象年度にお

いては上回っています。

①経常収支比率（％）

（望ましい向き「↑」）

【指標の意味】
・当該年度のおいて、給水収益や繰入金等の収益で維持管理費や支払利息等の費用をどの程

度賄えているかを表します。

経常収支比率（％）＝ ×100
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表 2-7 【経営の健全化・効率化】 累積欠損：累積欠損金比率 

 

 

表 2-8 【経営の健全化・効率化】 支払能力：流動比率 

 

【分析の考え方】

【本事業体の評価】

　平成27年度～令和元年度において

欠損金は発生しておらず、累積欠損

金比率は0％です。

当年度未処理欠損金

（営業収益－受託工事収益）

②累積欠損比率（％）

（望ましい向き「↓」）
累積欠損金比率（％）＝ ×100

【指標の意味】 ・営業収益に対する累積欠損金の状況を表します。

・0％（＝累積欠損金発生なし）が求められます。

【指標の意味】 ・短期的な債務に対する支払能力を表します。

【本事業体の評価】

　平成27年度～令和元年度の流動比

率は、類似団体に比べてすべての年

度で上回っております。短期的な債

務に対する支払能力はあります。

【分析の考え方】

・100％以上が必要

・流動負債には企業債等が含まれており、将来、給水収益等により償還・返済の原資を得る

ことが予定されている場合は、一概に支払能力がないとはいえません。

③流動比率（％）

（望ましい向き「↑」）
流動比率（％）＝

流動資産
×100

流動負債
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表 2-9 【経営の健全化・効率化】 債務残高：企業債残高対給水収益比率 

 

表 2-10 【経営の健全化・効率化】 料金水準の適切性：料金回収率 

 

 

企業債現在高

給水収益

【指標の意味】

企業債残高対給水収益比率（％）＝

・給水収益に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標です。

【分析の考え方】
・明確な数値基準はありません。

・経年比較や類似団体との比較を行います。

④企業債残高対給水収益比率（％）

（望ましい向き「↓」）

【本事業体の評価】

　企業債残高対給水比率は、類似団

体平均を下回っており、経年的には

やや上昇傾向にあります。これは、

企業債により施設整備の資金を確保

したためであり、施設の更新は継続

しなければならないため、この数値

は今後も上昇傾向が見込まれます。

×100

【指標の意味】

×100
給水原価

【本事業体の評価】

　平成27年度～令和元年度において

料金回収率は100％を上回っていま

す。給水に係る費用が、給水収益で

賄えています。

　また、類似団体と比較しても高い

水準を維持できており、適切な料金

収入の確保が出来ています。

・給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表します。

【分析の考え方】
・100％を下回っている場合、給水に係る費用が給水収益以外の収入で賄われています。

・適切な料金収入の確保ができているかを分析します。

⑤料金回収率（％）

（望ましい向き「↑」）
料金回収率（％）＝

供給単価
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表 2-11 【経営の健全化・効率化】 費用の効率化：給水原価 

 

表 2-12 【経営の健全化・効率化】  施設の効率化：施設利用率 

 

【指標の意味】

【本事業体の評価】

　平成27年度～令和元年度において

給水原価は、類似団体に比べて約40

円/㎥上回っており、有収水量あた

りの費用は平均より高い水準となっ

ております。今後は投資の効率化や

維持管理費の削減等の経営改善が必

要です。

年間総有収水量

（経常費用－不用品売却原価等－長期前受金戻入）

【分析の考え方】

・明確な数値基準はありません。

・経年比較や類似団体との比較等は行います。

・高い値の場合は、投資の効率化や維持管理費の削減といった経営改善が必要です。

⑥給水原価（円）

（望ましい向き「↓」）
給水原価（円）＝

・有収水量1㎥あたりについて、どれだけの費用がかかっているのかを表します。

【指標の意味】
・一日配水能力に対する一日平均配水量の割合であり、施設の利用状況や適正規模を判断す

る指標です。

施設利用率（％）＝
一日平均配水量

×100
一日配水能力

【分析の考え方】
・明確な数値基準はありません。

・経年比較や類似団体との比較等を行います。

【本事業体の評価】

　施設利用率は、70％を維持してお

り、配水能力に対して7割程度の利

用状況となっています。

　なお、類似団体より高い数値と

なっておりますが、今後も効率的な

施設利用になるように、更新時には

適切な需要予測に基づきダウンサイ

ジング等を検討する必要がありま

す。

⑦施設利用率（％）

（望ましい向き「↑」）
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表 2-13 【経営の健全化・効率化】  供給した配水量の効率性：有収率 

 

表 2-14 【老朽化の状況】  施設全体の減価償却の状況：有形固定資産減価償却率 

 

【指標の意味】

【分析の考え方】 ・100％に近いほど施設の稼働状況が収益に反映されています。

・施設の稼働が収益につながっているかを判断する指標です。

【本事業体の評価】

　平成27年度～令和元年度におい

て、本事業体の有収率は、90％前後

で推移できており、施設の稼働が収

益につながっています。

　類似団体と比較すると、6～7ポイ

ント高い水準です。

年間総有収水量

年間総配水量
×100

⑧有収率（％）

（望ましい向き「↑」）
有収率（％）＝

有形固定資産のうち償却対象資

産の帳簿原価

【分析の考え方】

・明確な数値基準はありません。

・経年比較や類似団体との比較等を行います。

・数値が100％に近いほど、保有資産が法定耐用年数に近づいています。

【本事業体の評価】

　現状では、有形固定資産のうち

法定耐用年数を経過した資産は類

似団体と比較して少ない水準です

が、着実に老朽化は進んでいます

ので留意する必要があります。

①有形固定資産減価償却率（％）

（望ましい向き「↓」）

有形固定資産

減価償却率（％）＝

有形固定資産減価償却累計額

×100

【指標の意味】
・有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、資

産の老朽化度合を示します。
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表 2-15 【老朽化の状況】  管路の経年化の状況：管路経年化率 

表 2-16 【老朽化の状況】  管路の更新投資の実施状況：管路更新率 

  

【指標の意味】 ・法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標です。

【本事業体の評価】

　現在、法定耐用年数を超えた管

路はありませんが、数年後には法

定耐用年数を超えた管路が生じま

す。

【分析の考え方】

・明確な数値基準はありません。

・経年比較や類似団体との比較等を行います。

・数値が高いほど法定耐用年数を超過した管路が多く保有しています。

②管路経年化率（％）

（望ましい向き「↓」）
管路経年化率（％）＝

法定耐用年数を経過した管路延長
×100

管路延長

【分析の考え方】

・明確な数値基準はありません。

・経年比較や類似団体との比較等を行います。

・数値が1％の場合、全ての管路を更新するのに100年かかる更新ペースです。

【本事業体の評価】

　現在更新が必要な管路は比較的

少ないため、管路更新率は平成27

年度から令和元年度で平均すると

平均値並みの水準で推移しており

ます。漏水被害の多い箇所の対応

等、更新工事が必要な管路につい

ては、計画的に更新工事を進めて

いく必要があります。

③管路更新率（％）

（望ましい向き「↑」）
管路更新率（％）＝

当該年度に更新した管路延長
×100

管路延長

【指標の意味】
・当該年度に更新した管路延長の割合を表す指標で、管路の更新ペースや状況を把握でき

ます。
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  図表 2-17 経営比較分析表（令和元年度） 

グラフ凡例

当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

経営比較分析表（令和元年度決算）
茨城県　阿見町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km 2) 人口密度(人/km 2)

71.40 669.66 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km 2) 給水人口密度(人/km 2)

法適用 水道事業 末端給水事業 A5 非設置 47,814

－

- 81.84 86.83 4,488 41,407 25.24 1,640.53 【】

全体総括

・経営を健全に維持していくために、給水普及率及
び水道料金収納率の更なる向上を目指します。配水
管の新設工事についても引き続き進めていきます。
また、今後は施設更新や老朽管の布設替えの事業が
増加することが、予測されることから平準化を図り
つつ計画的に進めていきます。あわせて、家事用料
金を使用水量に応じた公平な負担とするため、従量
制を導入したり、施設維持管理費を削減するために
電気使用料契約の見直しを行うことで、準備資金と
なる財源を適切に確保できるよう努めていきます。
今後も引き続き経営の健全性を維持していきます。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

・①経常収支比率は、⑤料金回収率の向上により類
似団体・全国平均と比較して高く、健全性は保たれ
ています。
・②累積欠損金比率は、これまで欠損金が発生して
いないため、当該値0％です。
・③流動比率は、類似団体及び全国平均と比較して
高い比率を保っており、H29年度からは投資有価証
券から1年以内の定期預金にしたため、高い比率に
なりました。
・④企業債残高対給水収益比率は、類似団体及び全
国平均と比較して低い水準にあります。今後は、2.
③管路更新率及び給水普及率の向上を踏まえ、配水
管新設事業と財源確保等のバランスを考慮しなが
ら、計画的に進める必要があります。
・⑤料金回収率は、類似団体及び全国平均に比較し
て高い水準にありますが、将来の老朽化に備えた更
新費用等についても考慮したうえ、引き続き回収率
の向上に努めていきます。
・⑥給水原価は、類似団体・全国平均に比較して引
き続き高い水準となっておりますが、今後は維持管
理費の増加に備え、より一層経費削減に努める必要
があります。
・⑦施設利用率及び⑧有収率は、類似団体及び全国
平均と比較して高い水準にあります。今後も、給水
普及率の向上に努めていきます。

2. 老朽化の状況について

・①有形固定資産減価償却率は、類似団体及び全国
平均と比較して低い水準にあります。このことにつ
いては、償却対象資産が比較的新しい資産であるこ
とを意味していますので、今後は更新時期を適切に
管理しながら財源とのバランスを考慮した運営が必
要となります。
・②管路経年化率は、これまで石綿管の布設替等に
より、布設から40年を経過した配水管がないことか
ら、当該値は0％となりました。
・③管路更新率は、H30年度においては、繰越工事
が竣工したことから、管路更新率が上がりました
が、類似団体及び全国平均と比較して低い水準にあ
ります。今後も埋設環境等により漏水が多い箇所や
基幹管路の耐震化等を含め、更新工事が必要となる
管路について適切な管理を行うとともに、的確な運
営が求められます。

2. 老朽化の状況
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3 将来の事業環境 

（1）給水人口予測 

行政区域内人口の推計は、過去 10 年間の実績データによる時系列傾向式により開発人口を除

いた推計を行いました。また開発人口の推計として、阿見吉原土地区画整理事業（計画人口 2,600

人）、荒川本郷市街化区域（計画人口 5,600人）について、15年間で計画人口の半数を町外

からの転入人口として見込むものとしています。 

給水人口につきましては、給水普及率を過去 10年間の実績データより時系列傾向分析にて推計

し、今後も拡張配水管を敷設することにより給水普及率が緩やかに上昇するとして推計しています。 

結果として、10年後の令和 12年度には給水普及率は 88.8%まで上昇し、給水人口は 42,382

人となると予測しています。 

図 3-1 給水人口予測と給水普及率 

 

 

（2）水需要予測 

 水需要（有収水量）については、まず生活用使用水量と業務営業用使用水量を過去 10 年間の

実績データによる時系列傾向式により推計し、さらに、大口企業の工場の拡張や事業規模の拡大に伴

う増加水量を見込み、それらを合算したものを本町全体の 1 日平均有収水量としました。 

 結果として、令和 12年度に 1 日平均有収水量は 11,710㎥／日、有収水量は 4,274,150㎥

と令和元年度実績の 6%程度上昇するものと予測しております。 
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図 3-2 有収水量の予測 

 

（3）料金収入の見通し 

 料金収入の見通しについては、(2)水需要予測の有収水量に対し、料金改定実施後の直近（令和

元年度）の有収水量 1㎥当たり料金収入（供給単価）より予測を行いました。 

 結果として、令和 12年度に料金収入は令和元年度実績の 9.4億円に対し約 10億円まで増加す

ると予測しております。 

図 3-3 料金収入の予測 
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（4）施設の見通し 

 県水受水において県南広域水道用水供給事業と県西水道用水供給事業の統合により、本町の自

己水源の運用計画が大きく変わることを見据え、令和 2年 7月に「阿見町水道施設整備基本計画

改訂版」（以下、「本計画」という）を策定しております。今後の施設更新はこの計画に基づき実施する

こととします。 

 

①管路について 

 本町の管路については、法定耐用年数の 40年を経過した昭和 55年以前に布設した管路は比較

的少なく、現状では全体的には老朽化していないといえますが、今後 15年以内に最も多い平成 5年

布設の管路を中心に法定耐用年数 40年を超過することとなります。本計画においては、法定耐用年

数の 1.5倍となる 60年を一つの目安として、防災拠点への管路更新等、早急に更新が必要なものを

優先的に更新していきます。 

 新設管路については、給水普及率向上のためにこれまで基幹管路整備や配水支管整備などの区分

に分けた新設管路布設計画に基づき管路の新設を進めてきております。本計画においては、現状で未

整備となっている路線を基本として、各年度の布設工事費用が 3億円前後となるように整備し、令和

10年度までに完了させる予定としています。 

図 3-4 管路年度別布設延長 
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②施設について 

 施設の新設・増設については、これまでも大口需要増加に対応して福田浄水場を平成 29年度に築

造するなど計画的に施設の拡充を進めてきました。今回、県南西広域水道用水供給事業における契

約水量の変更が令和 12年度を目途に実施される見通しとなり、本計画においては今後の本町の水需

要の増加に対応すべく、県水受水量を増量しつつ、追原浄水場について取水量を半減させた規模のも

のにて更新する計画としています。 

 また、本計画においては施設の長寿命化計画として、建物の構造と利用目的を踏まえて目標耐用年

数を設定し、個々の施設に応じた修繕計画を作成しています。 

 さらに、機械電気計装設備の更新については、法定耐用年数を基準にして計画的に実施してきたため

老朽化した設備はありませんが、追原配水場、上郷配水場とも多くの設備が計画期間中に更新時期を

迎える見通しであり、適切な時期に更新を行う予定としています。 

  

（5）組織の見通し 

 水道事業を支える職員数については、経営の合理化として、水道料金徴収業務委託の包括委託や

共同発注といった施策を講じ、専門のノウハウを有する民間企業への委託により最小限の職員による運

営とするとともに、窓口サービスや収納率の向上に効果が見られました。一方で水道事業の運営を維持

していくにあたり新たな人材の育成も課題となっており、工務担当職員を令和 4年度以降 1名増員、

業務担当職員を令和 5年度以降 1名増員するとして計画しております。適正人員については継続的

に検討を行ってまいります。 
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4 経営の基本方針 

 本町水道事業では、平成 21年 3月に事業運営の基本として本町の水道が目指す将来像の設定

と実現へ向けた施策展開を示す『阿見町水道ビジョン』を策定しております。その中で示す経営の基本方

針は次の通りです。 
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5 投資･財政計画（収支計画） 

（1）投資計画 

①目標設定 

目 標 ・施設利用率の維持：70%以上（R1実績 76.71%） 

施設利用率は施設能力に対する 1日平均配水量の割合を示しており、この

数値が大きいほど効率的であるとされています。 

本町の水需要の増加予測を見据えて、施設更新の実施や水源の切り替えを

行うにあたり、適正規模にて水道を供給していくために施設利用率の維持を図りま

す。 

・有収率の維持：90%以上（R1実績 91.11%） 

 有収率は年間総配水量に対する年間総有収水量の割合を示しており、施設の

稼働が収益につながっているかを判断する指標です。施設・管路等の維持管理や

更新投資等が適切に行われ、それが料金収入にどの程度結びついているかを表し

ます。 

 本町においては管路の老朽化はさほど進行しておらず有収率は高水準を維持し

ておりますが、老朽化が進行すると漏水発生等により有収率が低下します。漏水

調査と漏水箇所の早期修繕、適切な管路更新の実施により有収率の維持・向

上を図ります。 

②投資計画 

 収支計画に反映した取組みとして、計画期間内の投資額は、本計画に基づき下記の事業を実施す

る予定です。事業費の総額として約 62億円を見込んでおります。 

 

表 5-1 計画期間に実施予定の主な事業 

区分 施設名 事業内容 

施設 追原浄水場 機械電気設備全面更新、土木構築物・建築物築造（R10~R11） 

福田配水場 次亜注入設備増設（R7~R8） 

上郷配水場 次亜注入機、計装設備更新（R3~R4） 

配水ポンプ更新（R12） 

追原配水場 計装設備、自家発電機設備更新（R5~R8） 

管路 新設 未普及地域解消を目的とする管路新設（R10 まで） 

布設替 早急に更新が必要な老朽管を優先し管路の重要度に応じて実施 
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 施設更新工事として、県水の県南西広域水道用水供給事業の契約水量の変更を見据えて追原浄

水場の移設更新を計画しており、令和 11年度をピークに施設更新費用の負担が大きく発生する見込

みです。また、管路の新設工事については未普及地域の整備を年 3億円程度にて実施し、令和 10

年度を目途に完了する予定です。並行して行う管路の布設替工事については、投資の平準化を考慮

し、計画期間においては年 1~2億円のペースにて実施することとしています。 

 

 図 5-2 計画期間の投資計画           （単位:億円）     

 

施設・設備の長寿命化等の投資の平準化について、施設の故障等を予防するため、定期的な点検

を行うことで、老朽箇所の早期発見や補修を実施し、施設の長寿命化を図っていきます。また、管路に

ついては優先順位をつけて更新を実施することで投資の平準化を図っていきます。 
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（2）財政計画 

①投資計画及び財政目標達成に必要な財源の確保 

投資計画の実施に必要な財源を確保し、「投資試算」と「財源試算」を均衡させるためには、投資の

合理化を進めることで投資費用の圧縮を図るとともに、経営の効率化を行うことで事業運営にかかる経

常的なコストの削減を図ることが必要となります。 

投資の合理化や経営の効率化を進めても、なお不足する財源を確保するためには、公営企業は独

立採算制を経営の基本原則とすることを踏まえ、料金の見直しや企業債の発行を検討する必要があり

ます。 

 

②目標設定 

目 標 ・企業債残高対給水収益比率：300%以下（R1実績 172.14%） 

 企業債残高対給水収益比率は給水収益に対する企業債残高の割合を示して

おり、この比率が高いほど企業債元金償還に対する負担が大きいことを示していま

す。 

 当町の企業債残高比率は全国平均（令和元年度 371.65%）より低い水

準ですが、本計画の事業を実施するにあたり企業債を財源として見込むことは必

至であり、更新投資の平準化を図るうえでも一定の上限まで借り入れを行うことで

資金の確保を図っていく必要があります。 

 

・経常収支比率の維持：100％以上（R1実績 116.54%） 

 経常収支比率は、経常費用が経常収益によってどの程度賄われているかを示す

もので、この比率が高いほど経常利益率が高いことを表します。水道事業の安定

的な経営と後年度における元金償還等の財源を確保するため、黒字の目安とな

る 100％以上を目標として設定します。 

 

・資金残高：10億円以上（R１実績 14億円） 

 建設改良費の財源としての内部留保資金であり、不測の事態に備えるために最

低限確保すべき資金残高について、1年間の給水収益水準である 10億円以

上を目安として確保することを目標とします。 
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③試算条件 

◇料金収入 

 料金収入は、予測有収水量に対し、料金改定実施後の直近（令和元年度）の有収水量 1㎥

当たり料金収入（供給単価）を基本として推計しました。 

◇職員給与費（基本給・その他） 

 令和 3年度予算額を基準として、令和元年度人事院給与勧告より行政職（一）職員の平均

年間給与の増減率の５年平均である 0.44%のベースアップを見込み算定しました。また、工務担当

職員について令和 4年度以降 1名増員、業務担当職員について令和 5年度以降 1名増員を見

込んでおります。 

◇受水費 

 県企業局との協定に基づき、固定料金と変動料金として１㎥あたり 45円の単価に１日平均給水

量×年間日数を乗じて算出しています。 

◇修繕費 

 過去４年間（H28~R1）の平均値に加え、本計画により施設の長寿命化のために要する修繕

費用を見込んで算出しております。 

◇減価償却費 

 既存資産については令和元年度末の固定資産台帳を基準として減価償却費を試算しています。 

 新規取得資産については投資計画における建設改良費について取得の翌年度より耐用年数に応

じて減価償却額を試算しています。 

◇企業債償還金・支払利息 

 既存企業債については企業債償還予定表より算定しています。 

 新規発行債については 30年元金均等償還(据置期間 1年）、平均残高に対し金利１%（地

方公共団体金融機構の直近１０年の平均利率）として試算しています。 

◇その他 

 過去４年間（H28~R1）の平均値を基準として、計画期間で予測される各項目の状況に応じて

算定しています。 

   



20 

 

④財政シミュレーション 

 前述の試算条件に以下の条件を加味した場合の財政シミュレーションを実施しました。 

 

パターン１ 投資計画実施を優先 

 ・企業債発行額 建設改良費（特定財源控除）の 50%を上限 

資金残高 10億円を維持 

 ・水道料金 現行水準 

 

 パターン 1 においては、計画期間において投資計画の実施を優先し、必要な財源として企業債によ

り建設改良費の 50%を上限として調達し、不足分を補填財源より充当することとしております。 

 結果として、収益的収支については、水需要の増加に伴い給水収益は増加見込であり、純利益は

当面確保できる見込みです。しかしながら、施設更新に伴う企業債の支払利息の負担や施設更新

に伴う減価償却費の負担増加に伴い、経常収支比率は下降傾向となります。令和 12年度以降は

収益で費用が賄えない純損失（赤字）となり、経常収支比率が 100％未満の水準となる見込み

です。また、資本的収支は令和 11年度の追原浄水場更新をピークに大きくマイナスとなり、建設改

良費の財源を大きく企業債に依存することとなります。結果として、企業債残高対給水収益比率は

令和 12年度に目標水準を上回る 308.8％まで上昇することとなります。 

 

【パターン１】                      

図 5-3 収益的収支 損益▲0.3億円 

(R12) 
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図 5-4 資本的収支 

 

図 5-5  企業債残高の推移 

   

残高のピーク(R12) 

施設更新のピーク(R11) 
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パターン２ 投資計画実施を優先、かつ財政計画目標達成 

 ・企業債発行額 建設改良費（特定財源控除）の 50%を上限 

資金残高 10億円を維持 

（パターン 1 と同設定） 

 ・水道料金 経常収支比率 100％以上を維持する料金改定を実施 

 

パターン 2 においては、計画期間において投資計画の実施を優先しつつも、財政計画目標を達成し

収支ギャップが解消するように、必要な財源の調達を企業債や補填財源だけではなく、水道料金の改定

による給水収益の増加を見込むこととしております。 

 結果として、令和 11年度の施設更新のピークを見据えて、今後 10年間のうちに 3%程度の料金改

定を実施した場合、計画期間において収益的収支は黒字となり、経常収支比率は 100%以上の水準

まで改善します。資金残高も余裕をもって確保できることから、健全な事業経営が可能となると見込まれ

ます。よって本パターンを経営戦略における財政計画とします。 

 

【パターン 2】                     図 5-6 収益的収支 

   

収支ギャップ解消 
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図 5-7 資本的収支 

 

図 5-8  企業債残高の推移 

 

   

企業債残高対給水収益比率改善 
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（3）投資・財政計画の総括 

財政シミュレーションを行った結果、計画期間（令和 3年度～令和 12年度）において、現状の水

需要予測の下において必要な投資を実施した場合、企業債の活用により当面は必要な財源が確保で

き、収支バランスの維持を図ることができるものと見込まれます。しかしながら令和 11年度に予定してい

る大規模更新事業実施により企業債対給水収益比率が悪化し、さらに減価償却費や支払利息の負

担により収益的収支において純損失（赤字）が見込まれるため、計画期間において水道料金の見直

し等の収支バランスの改善のための対策を実施することが必要となります。 

今回は「阿見町水道施設整備基本計画改訂版」に基づき投資計画を実施することとしております

が、今後の水需要予測の動向により必要な投資の状況も変化します。長期的には人口減少に伴う料

金収入減少の可能性や、20～30 年先に見込まれる配水管更新需要のピークを考慮し、更なる経営

の合理化や効率化に取組むとともに、町民負担の抑制に留意しながら料金のあり方も含めて、適宜、経

営戦略を見直していく必要があります。 
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表 5-9 投資・財政計画 

◆収益的収支 

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成30年度 令和元年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． (A) 947,982 947,268 947,422 960,968 969,183 973,875 971,999 1,003,747 1,004,771 1,007,678 1,036,224 1,036,311 1,035,520

(1) 936,463 938,923 942,727 955,458 963,007 967,699 965,823 997,571 998,595 1,001,502 1,030,047 1,030,135 1,029,344

(2) (B) 9,035 5,242 1,882 2,748 3,256 3,256 3,256 3,256 3,256 3,256 3,256 3,256 3,256

(3) 2,484 3,103 2,813 2,762 2,920 2,920 2,920 2,920 2,920 2,920 2,920 2,920 2,920

２． 181,166 172,509 173,580 163,718 173,525 173,088 173,872 176,289 177,130 177,984 178,838 179,663 183,575

(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 118,779 107,462 110,426 110,629 111,665 112,512 113,296 114,089 114,931 115,785 116,639 117,463 117,996

(3) 62,386 65,047 63,154 53,089 61,861 60,576 60,576 62,200 62,200 62,200 62,200 62,200 65,579

(C) 1,129,148 1,119,777 1,121,002 1,124,686 1,142,708 1,146,963 1,145,871 1,180,036 1,181,902 1,185,663 1,215,062 1,215,974 1,219,095

１． 936,150 939,668 980,992 1,077,366 1,002,247 1,004,159 983,974 1,015,305 1,039,131 1,059,692 1,113,708 1,138,811 1,184,197

(1) 32,731 34,077 28,972 30,080 36,453 45,437 45,597 45,757 45,918 46,080 46,242 46,405 46,569

15,219 15,662 14,489 14,736 18,014 22,299 22,397 22,496 22,595 22,694 22,794 22,894 22,995

17,512 18,415 14,483 15,344 18,438 23,138 23,200 23,261 23,324 23,386 23,448 23,511 23,574

(2) 613,409 584,611 616,792 702,261 652,752 637,476 626,470 633,281 626,786 618,252 662,639 684,456 665,389

25,342 25,265 26,545 30,789 26,019 26,235 26,369 26,930 27,132 27,361 27,533 27,727 27,910

19,310 9,352 19,313 16,895 31,006 32,174 20,787 15,895 11,536 11,616 56,998 20,579 26,762

252 42 260 330 336 338 340 342 344 347 349 352 354

568,505 549,952 570,674 654,247 595,391 578,729 578,974 590,114 587,774 578,929 577,759 635,798 610,364

(3) 290,010 320,981 335,229 345,025 313,042 321,246 311,907 336,267 366,427 395,360 404,827 407,950 472,238

２． 21,447 21,181 19,996 19,491 19,663 20,060 20,683 21,936 23,499 25,156 25,694 26,829 31,262

(1) 20,244 20,101 19,512 18,585 18,930 19,327 19,950 21,203 22,766 24,423 24,961 26,096 30,529

(2) 1,203 1,081 485 906 733 733 733 733 733 733 733 733 733

(D) 957,597 960,849 1,000,989 1,096,857 1,021,910 1,024,218 1,004,656 1,037,242 1,062,630 1,084,848 1,139,402 1,165,640 1,215,459

(E) 171,551 158,928 120,014 27,829 120,799 122,745 141,215 142,795 119,271 100,815 75,660 50,334 3,636

(F) 2,249 1,959 1,515 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 1,992 36 0 92 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 257 1,923 1,515 △ 92 0 0 0 0 0 0 0 0 0

171,808 160,851 121,528 27,737 120,799 122,745 141,215 142,795 119,271 100,815 75,660 50,334 3,636

(I) 171,863 315,516 121,528 27,737 120,799 122,745 141,215 142,795 119,271 100,815 75,660 50,334 3,636

(J) 1,662,617 1,648,365 1,355,578 1,514,993 1,653,656 1,654,687 1,654,275 1,661,250 1,661,475 1,662,113 1,668,385 1,668,404 1,668,230

353,775 206,284 183,632 190,173 211,575 212,606 212,194 219,169 219,394 220,032 226,304 226,323 226,149

(K) 194,487 216,892 250,954 281,415 195,960 199,794 251,574 255,611 246,493 195,639 223,136 385,764 198,252

56,943 64,347 68,583 69,536 70,507 71,495 72,501 73,524 74,564 75,624 76,701 77,798 78,914

132,247 145,786 175,660 204,237 118,694 121,540 172,314 175,328 165,170 113,256 139,676 301,207 112,579

( I )

(A)-(B)

(L) - - - - - - - - - - - - -

(M) 938,948 942,026 945,541 958,220 965,927 970,619 968,743 1,000,491 1,001,515 1,004,422 1,032,967 1,033,055 1,032,264

- - - - - - - - - - - - -

(N) - - - - - - - - - - - - -

(O) - - - - - - - - - - - - -

(P) - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る

解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た

事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 した

資 金 不 足 比 率
(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に より 算定 した

資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

地 方 財 政 法 に よ る

資 金 不 足 の 比 率
(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た

資 金 の 不 足 額

- - - - - - - - - - - - -

う ち 建 設 改 良 費 分

う ち 一 時 借 入 金

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費

そ の 他

経 費

動 力 費

修 繕 費

支 払 利 息

令和10年度令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和11年度 令和12年度
令和2年度

（決算見込）

営 業 収 益

令和3年度 令和8年度 令和9年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

そ の 他

そ の 他

減 価 償 却 費
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◆資本的収支 

 

（単位：千円）

年　　　　　度 平成30年度 令和元年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． 200,000 100,000 0 100,000 140,000 170,000 240,000 280,000 300,000 200,000 270,000 610,000 180,000

２．

３．

４． 4,842 8,075 10,692 13,811 6,477 6,477 6,477 6,477 6,477 6,477 6,477 0 0

５．

６．

７．

８． 125,915 67,641 0 10,440 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 36,158 35,253 32,085 35,104 34,829 34,829 34,829 34,829 34,829 34,829 34,829 34,829 34,829

(A) 366,915 210,969 42,777 159,355 181,306 211,306 281,306 321,306 341,306 241,306 311,306 644,829 214,829

(B)

(C) 366,915 210,969 42,777 159,355 181,306 211,306 281,306 321,306 341,306 241,306 311,306 644,829 214,829

１． 670,139 599,823 509,604 513,618 488,356 500,067 708,970 721,374 679,578 465,983 574,687 1,239,292 463,196

２． 52,707 56,943 64,347 68,583 69,536 76,955 82,771 89,639 98,938 109,633 121,038 129,012 139,419

３．

４．

５．

(D) 722,846 656,766 573,951 582,201 557,892 577,022 791,741 811,013 778,516 575,616 695,724 1,368,304 602,615

(E) 355,931 445,797 531,174 422,846 376,586 365,716 510,436 489,707 437,210 334,311 384,419 723,475 387,786

１． 323,329 242,065 488,012 384,123 335,356 323,421 449,150 421,799 349,891 290,774 335,341 613,978 348,843

２． 0 154,643 0 0 0 0 0 5,495 28,705 4,341 0 0 0

３．

４． 32,601 49,088 43,162 38,723 41,230 42,295 61,286 62,413 58,614 39,196 49,078 109,497 38,943

(F) 355,931 445,797 531,174 422,846 376,586 365,716 510,436 489,707 437,210 334,311 384,419 723,475 387,786

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G)

(H) 1,573,219 1,616,276 1,551,928 1,613,345 1,683,809 1,776,854 1,934,083 2,124,444 2,325,507 2,415,873 2,564,836 3,045,824 3,086,405

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 平成30年度 令和元年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

0 660 500 500 500 500 500 500 500 500 500 500 500

0 660 500 500 500 500 500 500 500 500 500 500 500

4,842 8,075 10,692 13,811 6,477 6,477 6,477 6,477 6,477 6,477 6,477 0 0

4,842 8,075 10,692 13,811 6,477 6,477 6,477 6,477 6,477 6,477 6,477 0 0

4,842 8,735 11,192 14,311 6,977 6,977 6,977 6,977 6,977 6,977 6,977 500 500

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和4年度令和3年度
令和2年度

（決算見込）

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和10年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に

不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ

れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

令和8年度 令和9年度 令和10年度

他 会 計 負 担 金

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和2年度

（決算見込）
令和12年度

令和12年度

令和11年度

令和11年度
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６ 今後の取組み 

（1）投資についての検討状況等 

◇民間の資金・ノウハウ等の活用（PFI・DBO の導入等） 

本町においては既に水道料金徴収業務委託において民間への包括委託をおこなっております。さら

なる経営の合理化を図るために、他市町村の先進的取組事例の調査を行い、民間活用における官

民のリスク分担やそのことによる利害得失（リスク及びメリット）を把握すると共に、個別業務のアウト

ソーシングから包括的民間委託の導入や施設改修に関わる DBO の導入など段階的な取組みにつ

いて、調査、検討を行います。 

 

◇施設・設備の廃止・統合（ダウンサイジング）、施設・設備の合理化（スペックダウン） 

 将来的に人口や水需要が減少することを勘案し、老朽化に伴う改修の機会を活用したダウンサイジ

ング・スペックダウンについて適時検討します。 

 

◇広域化 

 広域化については、国及び県の主導による中長期的な検討をしていきます。 

 

（2）財源についての検討状況等 

◇料金 

 投資・財政計画の策定の結果として、今後施設更新に多額の事業費が必要となることから、収支

均衡を図りつつ健全な事業運営に必要となる財源を確保するために、中長期的に料金改定の検討

を視野に入れていく必要があります。原則して、水道料金収入による運営体制が構築できるよう、引き

続き、町民生活への影響を配慮し理解を得ながら、適正かつ公平な負担となる料金体系を検討して

いきます。 

 

◇企業債 

 世代間の負担の公平性に配慮し、企業債の利息と元金償還の負担により経営が圧迫されることの

ないよう計画的な起債を実施します。 

 

◇資産の有効活用等による収入増加の取組 

 余剰施設等が発生した場合には売却や貸付等の資産の有効な活用を検討してまいります。 
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（3）投資以外の経費についての検討状況等 

◇委託料 

 民間への包括委託を中心に委託業務の内容を随時見直し、円滑かつ適正な業務委託により経営

の効率化を図ってまいります。 

 

◇修繕費 

計画的な修繕を行い、トータルコストの削減、支出の平準化に努めていきます。 

 

◇動力費 

従来より調達手段の検討比較により経費削減に取り組んでおり、継続してまいります。 

 

◇職員給与費 

職員給与費に関しては、最小限の職員数で、より良いサービスが提供できるよう適正化に努めてま

いります。    
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７ 経営戦略の事後検証、更新等 

（1）経営戦略の進捗管理 

今回策定した「経営戦略」については今後、ＰＤＣＡサイクル（計画（Plan）―実行（Do）―評

価（Check）―見直し（Action））により、投資・財政計画の達成状況について毎年度進捗管理

を行い、目標を達成していない場合は、その原因調査と対策を図り、経営健全化や財源確保に関する

取組に反映させていきます。 

 

 

 

（2）経営戦略の見直し 

経営戦略の次回見直しは令和 7年度とし、以降 5年毎に見直しを図る予定です。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

阿見町水道事業経営戦略 

令和３年３月 

 

 

阿見町産業建設部上下水道課 

 


